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沖縄総合事務局経済産業部地域経済課　あて


令和６年度「沖縄型スタートアップ拠点化推進事業（研究開発型
スタートアップ事業化促進事業）」申請書

	申請者
	団体・企業等名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
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令和６年度沖縄型スタートアップ拠点化推進事業（研究開発型
スタートアップ事業化促進事業）企画等提案書

（注）以下１～５の各項目について、※の留意事項に注意して記載してください。
項目欄に必要なスペースを設けて詳細に記載するとともに、枠が足りない場合は追加して記載してください。なお、必要に応じて参考資料を添付してください。

１．事業名・事業概要
	事業名

	（スタートアップ支援の内容が分かる簡潔なテーマを40字以内で記載）


	事業概要

	（200文字以内で記載）




２．事業内容
募集要領の２．事業内容の項目（１）～（５）について事業内容を具体的に記載してください。また、同要領「７．（２）審査基準」は必ずご確認下さい。
	（１）事業アドバイザーの人物像（募集要領２．（１））

	　※Deeptech等の研究開発分野（バイオ以外も含む）に専門的知見を有し、EXIT（IPOや
M&A）を見据えた資本政策や知財戦略等の立案ができる者を記載
※以下の内容を含み、事業アドバイザーの人物像を具体的かつ定量的・定性的に記載。
・伴走支援を実施する事業アドバイザー候補の得意とするスタートアップ支援における
分野（例：バイオ分野/知財戦略立案）や当該アドバイザーの支援実績


	（２）事業の実施方法・内容（募集要領２．（２）～（５））

	【事業の背景・現在のスタートアップ支援の課題】


【伴走支援における目標】
（※事業の背景・課題を踏まえ、伴走支援における目標（伴走支援の成果）を記載）

【事業アドバイザーと採択されたスタートアップのマッチング及び伴走支援の実施】
※適切にマッチングする方法及び伴走支援実施方法を記載。事業アドバイザーが効果的
に伴走支援できるよう補助する際に工夫をこらすこと。また、資金調達や販路開拓支
援等の支援先の企業価値を向上させる取組のうち、事業アドバイザーによらず独自に
実施できる支援も記載すること。
　※県内研究機関やスタートアップ支援のための県内コミュニティと効果的に連携しスタ
ートアップ支援を行う方法や、連携する上での強みがある場合はその強みも記載。


【伴走支援の進捗管理】
（※事業アドバイザーによる伴走支援の進捗管理の具体的実施方法を記載。少なくとも1か月に1回は事業アドバイザーを集めた会議を行い、進捗状況を報告させる体制を整えること）

【採択されたスタートアップの経理事務・成果報告書作成支援】
（※スタートアップのR6研究型補助事業に係る経理事務や成果報告書作成支援の実施体制や具体的な実施方法を記載）

※上記については、具体的かつ定量的・定性的に記載すること。


	（３）実施スケジュール

	（※上記（２）の実施が月別に分かるように記載）


	（４）実施体制

	【実施体制図】

【プログラムマネージャーの略歴】
（※プログラムマネージャー（１名以上必須）の略歴及び下記要件を満たしていることを端的に記載）
　　＜プログラムマネージャーの要件＞
　　・高い見識と管理能力を有し、当該事業の企画立案及び実施並びに成果管理等すべてに
ついて総括を行うことができる能力を有していること。
　　・本事業を実施するために必要かつ十分な時間を確保できること。
　　・研究開発型スタートアップへの支援について一定程度の実績や知見を有すること。

【プログラムマネージャー以外の実施担当者の略歴・業務分担】
（※プログラムマネージャー以外の実施担当者がいる場合は、それぞれの略歴・業務分担を記載）

【本事業に関連する知見やネットワーク】

【再委託の内容】
※再委託を予定している場合はその内容（再委託先・再委託金額・業務範囲等）を記載。
　但し、再委託費は、総経費の１／２を超えないこと。また、再委託は必要最小限とす
るとともに、当該実施体制・方法を選択した具体的な根拠・必要性を記載すること。
　※コンソーシアムで応募する場合にあっては、協定書（案）を添付すること。




３．実施主体の概要
	【事業概要・事業規模】

【過去に実施した類似事業】
（※過去に類似の事業（研究開発型スタートアップへの伴走支援や経理事務支援、成果報告書の作成支援等）を実施している場合は、その事業内容及び成果）




４．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況
	
※女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業。労働時間等の働き方
　に係る基準は満たすことが必要。）、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定企業・
トライくるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）又は青少年の雇用の促進等に関する法律に
基づく認定（ユースエール認定企業）の状況
※女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）の
策定状況（常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限る。）





５．事業費総額（円）　
※　別紙１－１に必要経費について記載。なお、記載している費目は例示。必要経費をその支出内訳がわかるように記載してくださいと。
※　再委託を行う場合は、別紙１－２に再委託費の内訳（再委託先、再委託費の費目・金額）を記載してください。
	Ⅰ．人件費　

	Ⅱ．事業費
1 旅費　　　　　　 　　　　　　　
2 会議費　　　　　 　　　　　　　
3 謝金　　　 　　　　　　
4 委員等旅費
5 印刷製本費

	Ⅲ．再委託費・外注費

	Ⅳ．一般管理費（Ⅰ．人件費＋Ⅱ．事業費）×率

	小計　　　　　　　　　　　　　　　円

	Ⅴ．消費税及び地方消費税　

	総額　　　　　　　　　　　　　　　円（※総額は委託予定額の上限内に収めて下さい。）
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